
 

 

 

 

川西町事業所向け説明会 

（介護予防・日常生活支援総合事業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

奈良県国民健康保険団体連合会 

介護保険課

平成 29 年 1 月 31 日（火） 

川西文化会館 サークル室 



 

- 1 - 

 

Ⅰ．総合事業の請求について 

 ①インターネット請求・ＩＳＤＮ請求について 

ＩＤ、パスワードについては変更されません。変更届出等の提出をしていただく必要はありません。 

請求データ作成ソフトのメーカに総合事業の請求に対応しているか確認をしていただきますようお願いします。 

サービスコードについては別途契約が必要な場合やデータのインストールが必要なケースもあるのでソフト販売元に

確認していただきますようお願いします。 

 

 ②磁気媒体での請求について 

磁気媒体についても、届出の必要はありません。１枚のＣＤ・ＦＤに介護保険と総合事業のデータを保存して頂いて

も問題はありません。 

請求データ作成ソフトのメーカに対応しているかの確認をしていただきますようお願いします。 

サービスコードについては別途契約が必要な場合やデータのインストールが必要なケースもあるのでソフト販売元に

確認していただきますようお願いします。 

 

 ③帳票での請求について 

様式は「奈良県国保連合会ホームページ」もしくは「ワムネット」から入手できます。 

総合事業での様式は「様式 1-2」「様式 2-3」をご使用ください。 

（様式 1-1、様式 2-1、様式 2-2 を使用して総合事業を請求した場合「返戻」となりますのでご注意ください） 

平成 30 年 4 月以降は特段の理由がない限り帳票での請求は出来ません。帳票にて請求をしている事業所については、

なるべく早く磁気媒体もしくは伝送への移行をご検討いただきますようお願いします。 
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図１ 介護給付費明細書の種類 
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・総合事業（Ａ1・Ａ5）に関するサービスコード表のダウンロードについて 

 

１．トップページ「google カ

スタム検索」に「介護保険」

「サービスコード」と入力

し「検索」ボタンを押して

ください。 

 

２．検索結果に「介護保険事

務処理システム変更に係る

参考資料（確定版）（平成 27

年 3 …」とあるのでクリッ

クします。 

 

３． 「Ⅱ介護予防・日常生活

支援総合事業等関係資料」

の「介護保険事務処理シス

テム変更に係る参考資料

（確定版）（平成２７年３月

３１日事務連絡）」の「資料

５  介護予防・日常生活支

援総合事業費単位数等サー

ビスコード表（修正なし）」

をダウンロードしてくださ

い。  

・市町村独自サービスに関するサービスコードについては、指定保険者に入手方法を

ご確認いただきますようお願いします。  
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・請求書様式のダウンロードについて 

（奈良県国民健康保険団体連合会ホームページの場合） 

 

１．トップページ「介護関係

事業所の皆様へ」をクリッ

クします。 

 

２．「介護関係事業所の皆様

へ」のページが表示された

ら、下にスクロールすると

様式が表示されますので

必要なデータをダウンロ

ードしてください。 
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・請求書様式のダウンロードについて 

（WAMNET の場合） 

 

１．トップページ「google カ

スタム検索」に「介護保険」

「請求明細書」を入力し「検

索」ボタンを押してくださ

い。 

 

２．検索結果に「平成 27 年 4

月の介護報酬改定に対応し

た介護給付費請求書等の様

式について」とあるのでク

リックします。 

 

３．様式のあるページに移行

できます。 

（様式については必ず「平成

27 年度 4月の介護報酬改定

に対応した・・・」のペー

ジに掲載されているファイ

ルをご使用ください） 

 

 

 

 

介護保険 請求明細書 
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２．連合会から送付する各種帳票について 

 ①返戻及び支払いに関する帳票について 

   国保連合会より送付いたします帳票について、介護保険（支援）と総合事業について出力が分かれる帳票と共通で出

力される帳票がございます。詳細は以下の表のとおりとなっています。 

図 2 連合会から送付する帳票について 

No 内容 出力 事業 帳票名 送付時期 
帳票 

イメージ 

1 返戻（保留）理由に関する帳票 別々 
介護 請求明細書・給付管理票返戻（保留）一覧表 

請求月の

月末 

P．７ 
総合 介護予防・日常生活支援総合事業請求明細書返戻（保留）一覧表 

2 
請求書と決定金額との差を示し

た帳票 
別々 

介護 介護保険審査決定増減表 
P．８ 

総合 介護予防・日常生活支援総合事業審査決定増減表 

３ 減点に関する帳票 別々 
介護 介護保険審査増減単位数通知書 

P．９ 
総合 介護予防・日常生活支援総合事業審査増減単位数通知書 

４ 過誤の決定に関する帳票 別々 
介護 介護給付費過誤決定通知書情報(事業所分) 

P．１０ 
総合 介護予防・日常生活支援総合事業費過誤決定通知書情報（事業所分） 

５ 再審査の決定に関する帳票 別々 
介護 介護給付費再審査決定通知書 

P．１１ 
総合 介護予防・日常生活支援総合事業費再審査決定通知書情報 

６ 支払の決定に関する帳票 共通 共通 介護給付費等支払決定額通知書 

請求月の

翌月１８

日ごろ 

P．１２ 

７ 支払金額の内訳に関する帳票 別々 
介護 介護給付費等支払決定額内訳書 

P．１３ 
総合 介護予防・日常生活支援総合事業費支払決定額内訳書 

８ 支払内容の詳細に関する帳票 共通 共通 事業所別審査状況一覧 P．１４ 

９ 処遇改善加算支払に関する帳票 共通 共通 介護職員処遇改善加算総額のお知らせ P．１５ 
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１．返戻（保留）理由に関する帳票 

※介護保険 

 

 

※総合事業 

 

請求明細書・給付管理票返戻（保留）一覧表
事業所（保険者）番号 9999999999

事業所（保険者）名

単位数

特定入所者介護費等

999999 0000000001

 ○○市 ｼﾞｭｷｭｳｼｬ1

※　種別　：サ…サービス計画費請求明細書、　請…請求明細書、　給…給付管理票

※　サービス項目等：審査エラーによる返戻のうち、明細情報と特定入所者情報のエラーにはサービス項目コード、特定情報のエラーには識別番号が出力されます

※　備考の保留は、当月審査分において居宅介護支援事業者から給付管理票の提出がないため、保留扱いとしたものである。 SHDL01(7411)

平成27年5月　審査分 平成27年 5月 31日

１頁

 ○○事業所 ○○○国民健康保険団体連合会

保険者（事業所）番号

保険者（事業所）名

被保険者番号

被保険者氏名
種別

サービス

提供年月

サービス

種類

サービス

項目等
事由 内　　　　容 備　考

サ H27.4 43 9901 500 B  サービスコード：当該サービス情報は単位数表無 １４Ｐ８

介護予防・日常生活支援総合事業請求明細書返戻（保留）一覧表
事業所番号 9070050014

事業所名

900000 0000000001

 ○○市 ﾋﾎｹﾝｼｬ1

900000 0000000002

 ○○市 ﾋﾎｹﾝｼｬ2

※　種別　：請…請求明細書、　ケ…介護予防ケアマネジメント費請求明細書

※　サービス項目：審査エラーによる返戻のうち、明細情報のエラーにはサービス項目コードが出力されます

※　備考の保留は、当月審査分において介護予防支援事業所から給付管理票の提出がないため、保留扱いとしたものである。 SHDL03(7431)

 支援事業所に請求明細書に対応した給付管理票の提出依頼が必要 保留

請 H27.4 A1 1,000 B  様式番号：同月に同じ請求明細書を提出済 ＡＮＮ２

単位数 事由 内　　　　容 備　考

請 H27.4 A1 1,000 C

保険者番号

保険者名

被保険者番号

被保険者氏名
種別

サービス

提供年月

サービス

種類

サービス

項目

平成27年5月　審査分 平成27年 5月 31日

1頁

 □□□事業所 ○○○国民健康保険団体連合会

平成 27 年 5 月 31 日 



 

- 8 - 

 

 

  

２．請求書と決定金額との差を示した帳票 

※介護保険 

 
 

※総合事業 

 

1 頁

件数
金　額

特定入所者介護費等
件数

単位数
特定入所者介護費等

件数
単位数

特定入所者介護費等
件数 単位数

特定入所者介護費等
件数 単位数

特定入所者介護費等

2 1,000 

2 1,000 

2 1,000 

8 4,500 6 3,000 

※１ この表は請求のあった介護給付費のうち、審査決定に際し、請求書と請求明細書の積上げとの差、返戻、査定増減、保留のあったものについて通知するものです。
※２ 保留復活分については、前月まで保留されていたものが、復活したものです。
※３ 下段は特定入所者介護サービス費等です。

事業所番号 9900000001 平成27年 5月 29日

平成27年5月　審査分

保険者番号
サービス
提供年月

保 留 復 活 分

備  考

事業所名  □□□事業所 ○○○国民健康保険団体連合会

査  定  増  減 保  留  分

990002 H27.4

990001 H27.3

請  求  差 返      戻

990001 H27.4

合計

介護保険審査決定増減表

7211SHBL01（7211）

1 頁

件数 金額 件数 単位数 件数 単位数 件数 単位数 件数 単位数

※１ この表は請求のあった介護予防・日常生活支援総合事業費のうち､審査決定に際し､
　　 請求書と請求明細書の積上げとの差､返戻､査定増減､保留のあったものについて通知するものです。
※２ 保留復活分については、前月まで保留されていたものが、復活したものです。

0 0 0 合計 -2 -2,080 2 2,000 1 -80 0 

0 0 0 0 900001 H27.4 2 2,000 1 -80

保険者番号
サービス
提供年月

請  求  差 返      戻 査  定  増  減

事業所番号 9070050014 平成27年 5月 31日

平成27年 5月　審査分

事業所名  □□□事業所 ○○○国民健康保険団体連合会

保 留 復 活 分

備  考

保  留  分

介護予防・日常生活支援総合事業審査決定増減表

SHBL05（7231）

平成 27 年 5 月 31 日 
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３．減点に関する帳票 

※介護保険 

 

 

※総合事業 

 

介護保険審査増減単位数通知書 平成27年 5月 29日

事業所番号 90102123XX 1 頁

○○○国民健康保険団体連合会

事業所名 ○○○審査委員会

 給付管理票の実績を超えるもの

 確定単位数（  １０００単位）請求単位数（  １１００単位）

 給付管理票の実績を超えるもの

 確定単位数（  １８００単位）請求単位数（  ２１００単位）

○事由記号の内容

記号 内　　　容 記号 内　　　容

Ｃ 　適応と認められないもの

Ｄ 　過剰と認められるもの

Ｅ 　重複と認められるもの

Ｆ 　担当規程に反するもの

事由 内　　　　　容 連　絡　事　項保険者番号
被保険者番号
被保険者氏名

サービス
提供年月

サービス
種類コード

サービス
項目コード

増減単位数

平成27年5月　審査分

1420770010
H27.4 -100 B000420XX

 ｶｲｺﾞﾀﾛｳ

 □□□事業所

11 1111

111212

12 1111

000420XX 12

H27.4

000420XX
1420770020

H27.4

 ｶｲｺﾞﾊﾅｺ

 ｶｲｺﾞﾊﾅｺ

1420770020
000420XX

 ｶｲｺﾞﾊﾅｺ
1211 B-300

1420770020
H27.4

Ｇ

出来高分

　前記の外、不適当、不必要と認められるもの

Ａ 　給付管理票に実績が記載されていないもの

Ｂ 　給付管理票の実績を超えるもの

上限審査分

SHCL01（7311）

　介護予防・日常生活支援総合事業審査増減単位数通知書 平成27年 5月 31日

事業所番号 9070050014 1 頁

平成27年 5月　審査分 ○○○国民健康保険団体連合会

事業所名 ○○○審査委員会

 給付管理票の実績を超えるもの

 確定単位数（　１０００）請求単位数（　１０８０）

○事由記号の内容

記号 内　　　容 記号 内　　　容

Ｃ 　適応と認められないもの

Ｄ 　過剰と認められるもの

Ｅ 　重複と認められるもの

Ｆ 　担当規程に反するもの

 □□□事業所

保険者番号
被保険者番号
被保険者氏名

サービス
提供年月

サービス
種類コード

サービス
項目コード

増減単位数 事由 内　　　　　容 連　絡　事　項

900001
0000000001

H27.4 A1 1111 -80 B
 ｼﾞｭｷｭｳｼｬ001

上限審査分 査定分

Ａ 　給付管理票に実績が記載されていないもの

Ｂ 　給付管理票の実績を超えるもの

Ｇ 　前記の外、不適当、不必要と認められるもの

SHCL02（7321）

平成 27 年 5 月 31 日 
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４．過誤の決定に関する帳票 

※介護保険 

 

 

※総合事業 

 

事業所番号 1 頁

9000050014 ○○○国民健康保険団体連合会

件数 保険者負担額

-1 -225,432

　※1 特定入所者介護サービス費等の場合は金額が印字される SLHL01(7611)

単位数※1　（費用額）

合計
 介護給付費 -25,048

 特定入所者介護費等

900000 0000000001
H27.3 訪問介護 訪問通所明細　請求誤り -25,048 -225,432

○○市 ｼﾞｭｷｭｳｼｬ1

介護給付費過誤決定通知書（平成27年5月取扱分）

過誤申立てについては、下記のとおり決定しましたので通知します。 平成27年 6月 1日

事　業　所　名

□□□事業所

証記載保険者番号
保険者名

被保険者番号
被保険者氏名

サービス
提供年月

サービス
種類名

過誤申立事由
単位数 保険者負担額

（公費負担額）
備  考

（特定入所者介護費等）

国保連合会 → 事業所

事業所番号

90A0000010

サービス

提供年月

サービス

種類名
過誤申立事由

保険者負担額

（公費負担額）

合計  総合事業費 -2 -9,900 SLHL21(7641)-1,100

件数 単位数
保険者負担額
（公費負担額）

-4,500
○○市 ﾋﾎｹﾝｼｬ1

900010 0000000002
H27.4 訪問型独自 総合事業明細　給付管理票取消 -600

900010 0000000001
H27.4 訪問型独自 総合事業明細　請求誤り -500

-5,400
○○市 ﾋﾎｹﾝｼｬ2

総合事業事業所１ ○○○国民健康保険団体連合会

証記載保険者番号

保険者名

被保険者番号

被保険者氏名
単位数 備  考

介護予防・日常生活支援総合事業費過誤決定通知書（事業所分）（平成27年6月取扱分）

過誤申立てについては、下記のとおり決定しましたので通知します。

平成27年7月1日

事　業　所　名 1頁

平成 27 年 5 月 31 日 

平成 27 年 5 月 31 日 
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５．再審査の決定に関する帳票 

※介護保険 

 

 

※総合事業  

 

1頁

事業所番号 審査委員会において再度審議した結果、下記のとおり決定しましたので通知します。 ○○○国民健康保険団体連合会

9000050014 ○○○審査委員会

件 数 件 数

0 0

SLHL04(7621)
合計

 介護給付費 120 1,080 0 120 1,080 20 180

 高額介護サービス費

　再審査結果コード
再　審　査　申　立　（　請　求　） 再　審　査　決　定 調　　　　整

単位数 保険者負担額 件 数 単位数 保険者負担額 単位数 保険者負担額

120 20 180
○○市 ｼﾞｭｷｭｳｼｬ1 100

備考
原審単位数

900000 0000000001
H27.3 訪問介護 通常サービス給付内容疑義 02

120
120

再審査
結果ｺｰﾄﾞ

当初請求単位数
申立単位数 決定単位数 調整単位数 保険者負担額

介護給付費再審査決定通知書（平成27年5月取扱分）
平成27年 6月 1日

事　業　所　名

□□□事業所

証記載保険者番号
証記載保険者名

被保険者番号
被保険者氏名

サービス
提供年月

サービス
種類名

再審査
申立事由

01:原審通り 02:増(全部増)
03:減(全部減) 04:増(一部増)
05:減(一部減) 

国保連合会 → 事業所

平成27年7月1日
1頁

事業所番号 ○○○国民健康保険団体連合会

90A0000010 ○○○審査委員会

　

合計 0 0 SLHL24(7651)総合事業費 3,000 30,000 2,000 18,000

再　審　査　決　定 調　　　　整

件数 単位数
保険者負担額

（公費負担額）
件数 単位数

保険者負担額
（公費負担額）

1,000 3,000 2,000 18,000
○○市 ﾋﾎｹﾝｼｬ2

原審単位数 決定単位数 調整単位数
保険者負担額

（公費負担額）

900010 0000000002
H27.4 訪問型みなし 給付管理票　実績修正 3,000

介護予防・日常生活支援総合事業費再審査決定通知書（事業所分）（平成27年6月取扱分）

審査委員会において再度審議した結果、下記のとおり決定しましたので通知します。

事　業　所　名

総合事業事業所１

証記載保険者番号
保険者名

被保険者番号
被保険者氏名

サービス
提供年月

サービス
種類名

再審査申立事由 当初請求単位数

平成 27 年 5 月 31 日 

平成 27 年 5 月 31 日 
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６．支払の決定に関する帳票 

※介護保険・総合事業共通 
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７．支払の決定に関する帳票 

※介護保険  

 

 

※総合事業 

 

国保連合会 → 事業所

平成27年　6月 1日

1 頁

○○○国民健康保険団体連合会

件　数 日数
（回数）

  日
  （回）

単　位　数
　

単　位

金　　額

       円

5 5 1,000 10,000 9,000 

0 0 　 0 0 

10 10 2,000 20,000 18,000 

0 0 　 0 0 

　

　

　

　

　

　

15 15 3,000 30,000 27,000 

0 0 　

0 0 0 0 

0 0 0 

15 15 3,000 30,000 27,000 

　

※１．下段は特定入所者介護サービス費等です。

※２．特定入所者介護サービス費等の件数、日数は再掲です。

※３．単位数、金額、保険者（公費負担者）負担金額（特定入所者介護費等）の各欄は介護保険給付と公費給付の合算です（生保単独を除く）。 SICL01(7521)

※４．過誤調整の内訳については、介護給付費過誤決定通知書、介護給付費再審査決定通知書に記載しています。

支払決定
介護サービス費

特定入所者介護費等

審査決定
介護サービス費

特定入所者介護費等

過誤調整
介護サービス費

特定入所者介護費等

　　 　 　

　 　 　

　 　 　

00990001 H27.3 居宅介護支援

00990001 H27.4 居宅介護支援

備　考

介護給付費等支払決定額内訳書
事業所番号 事　業　所　名 平成 27年  5月　審査分

9900000001 ××事業所

保険者番号
（公費負担者

番号）

サービス
提供年月

サービス
種類名

審　　査　　決　　定
保険者（公費負担者）

負担金額

（特定入所者介護費等）

国保連合会 → 事業所

平成27年6月1日

事業所番号 1頁

90A0000010 ○○○国民健康保険団体連合会

件 数 日数
（回数）

  日
  （回）

単　位　数

単　位

金　　額

　　　円

審査決定 15 135 52,500 525,000 472,500

過誤調整 0 0 0 0 0

支払決定 15 135 52,500 525,000 472,500

※過誤調整の内訳については、介護予防・日常生活支援総合事業費過誤決定通知書、介護予防・日常生活支援総合事業費再審査決定通知書に記載しています。 SICL21(7551)

総合事業費

総合事業費

総合事業費

525,000 472,50000900010 H27.4 訪問型独自 15 135 52,500

介護予防・日常生活支援総合事業費支払決定額内訳書

平成27年5月　審査分

事　業　所　名

総合事業事業所１

保険者番号
（公費負担者番号）

サービス
提供年月

サービス種類名

審　　査　　決　　定

保険者（公費負担者）
負担金額

備　考

平成 27 年 6 月 18 日 

平成 27 年 6 月 18 日 
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８．支払金額の内訳に関する帳票 

※介護保険・総合事業共通 
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９．処遇改善加算支払に関する帳票 

※介護保険・総合事業共通 

 

  

 

 
平成 27 年 6 月 18 日 
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3．その他 

  ① サービス提供開始日や提供する総合事業サービスによって届出が必要なケース

があります（全事業所対象） 

   平成２７年３月末時点で「６１：予防訪問介護」もしくは「６５：予防通所介護」

の事業所指定を受けている事業所に関しては、「Ａ１」「Ａ５」のみなし事業として

指定がされているため、届出をすることなく「Ａ１」「Ａ５」の提供を行うことが出

来ます。しかし、平成２７年４月以降に「６１：予防訪問介護」もしくは「６５：

予防通所介護」の事業所指定を受けた場合や「Ａ１」「Ａ５」以外の総合事業を提供

する場合、総合事業実施保険者に対し事業所指定の届出をしていただく必要があり

ますのでご注意ください。（介護保険最新情報 Vol.427 P3 参照） 

   また、市町村によっては「Ａ１」「Ａ５」を実施していない市町村もございます。

（例：橿原市では「Ａ５：通所型みなし」ではなく、「Ａ７：通所型独自」を実施さ

れています）事業所が該当サービスを実施しているか、その市町村で該当サービス

が提供できるかを確認していただきますようお願いします。 
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②みなし事業所の４月１日以降の変更届の提出について（全事業所対象） 

   平成２７年３月３１日時点で訪問介護・通所介護のサービス提供をしている事業

所については、総合事業該当サービス（Ａ１・Ａ５）の「みなし事業所」として登

録がされています。平成２７年４月１日以降、平成３０年３月末までの事業所届出

内容の変更があった場合については、奈良県（奈良市の事業所の場合は奈良市）へ

「６１：予防訪問介護、６５：予防通所介護」の変更届出を提出すれば「総合事業

（Ａ１：訪問型サービスみなし、Ａ５：通所型サービスみなし）」についても届出内

容の変更がされます。 

ただし、市町村独自事業（Ａ１・Ａ５以外の総合事業サービス）については、各市

町村に届出が必要となります。 

平成３０年４月以降については、総合事業のサービスを提供するすべての市町村に

対し届出が必要になります。 

 

 
平成２７年４月１日以降、平成３

０年３月末まで 
平成３０年４月以降 

みなしサービス（A1・A5） 奈良県へ提出 原則は廃止 ※1 

総合事業サービス 

（A1・A5 以外の総合事業サービ

ス） 

サービス提供を行うすべての市町村 

※みなし指定の有効期間については、第 6期事業計画期間における経過措置として、原則平

成 27 年４月から平成 30 年 3月末までの 3年間とするが、市町村が平成 27 年 4 月までに

その有効期間を定めた場合には、6年を超えない範囲でその定める期間とすることができ

る。（施行規則附則第 31 条） 

平成 27 年 6 月 5日 老発 0605 第 5 号 介護予防・日常生活支援総合事業のガイドライン 

P135「みなし指定の有効期間」より 

 

 ③総合事業の対象公費について（全事業所対象） 

   介護保険では対象であっても、総合事業では対象外となっている公費が多数あり

ますのでご注意ください。「58：特別対策（障害者施策）「全額免除」」のように現行

相当サービスは公費対象となっていますが、独自サービス（Ａ３、Ａ４）が対象外に

なっているケースがございますのでご注意ください。参考資料として「介護給付費請

求書等の記載要領について別表 2」をつけていますので請求時にはご注意いただきま

すようお願いします。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

- 18 - 

 

④給付管理票の事業所区分について（地域包括支援センター対象） 

   給付管理票の事業所区分について、総合事業サービスの場合は「6：総合事業」を

設定していただきますようお願いします。 

 
 

 

 ⑤事業所の開始年月にご注意ください （地域包括支援センター、委託を受けられる

居宅支援事業所対象） 

   「3.その他 ①」にも記載しておりますが、平成２７年３月３１日時点で訪問介

護・通所介護のサービス提供をしている事業所については、「みなし事業所」として

総合事業該当サービス（Ａ１・Ａ５）の登録がされていますが、平成２７年４月以

降にサービスを開始された事業所については市町村への届出が必要になります。 

ケアプランを作成する際、サービス提供事業所がいつから該当サービス（６１：予

防訪問介護、６５：予防通所介護）を提供しているかにご注意ください。平成２７年

４月以降にサービス提供を開始されている場合は、総合事業の届出を市町村に提出し

ているかどうか（また、総合事業該当サービスの生活保護の指定を受けているかどう

か）の確認をお願いします。届出のない事業所が給付管理票に含まれている場合返戻

となります。 

  

 

 ⑥月遅れの請求時にご注意ください （全事業所対象） 

   月遅れ請求がある場合、総合事業開始月とサービスコードにご注意ください。総

合事業開始月前の請求にもかかわらず、総合事業の請求をした場合は返戻になりま

す。総合事業の開始月が市町村により異なる為、開始月の確認を必ずしてください。 

 

 

⑦総合事業のサービスコードの入手方法について （全事業所対象） 

「Ａ１」「Ａ５」のサービスコードについては、全国共通となっております。サー

ビスコード表の入手方法については、本資料Ｐ３をご参照ください。（システム設定

用のファイルについてはソフトメーカにご確認ください。）「Ａ１」「Ａ５」以外のサ

ービスコードについては、市町村ごとで単価設定等が異なる為、市町村に入手方法を

ご確認いただきますようよろしくお願いします。



 

- 19 - 

 

 ⑧ 総合事業サービス市町村や事業所によって提供できるサービスが異なるケースがあります（全事業所対象） 

   総合事業の地域単価は、Ａ１・Ａ５については現行サービスと同じ単価（事業所所在地の単価）となりますが、Ａ２～Ａ４及び

Ａ６～Ａ８については市町村所在地に地域単価もしくは１０円のどちらかが設定されますのでご注意ください。（下図参照） 
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 ⑨ 要介護認定等申請期間中の総合事業利用に係る整理（全事業所対象） 

   総合支援および要支援（１・２）から変更申請や更新申請で要介護になった場合の請

求方法についてはガイドラインのＰ112 に記載されています。総合事業から要介護にな

った場合と要支援（１・２）から要介護になった場合では異なる請求方法になりますの

でご注意ください。 

老発 0605 第 5 号平成 27 年 6月 5日 「介護予防・日常生活支援総合事業のガイドライン」Ｐ112～113 抜粋 
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⑩ 住所地特例者の請求にご注意ください（全事業所対象） 

   請求明細書にサービス内容を記載していただく際、「６１：予防訪問介護」「６５：予

防通所介護」のサービスコードについては「給付費明細欄」に記載をいただきますが、

住所地特例者の総合事業を請求する場合は、「事業費明細欄（住所地特例対象者）」に記

載していただく事となりますのでご注意ください。伝送や磁気媒体で請求されている場

合、住所地特例者の設定が必要となりますのでご注意ください。 

 

※住所地特例以外の場合（帳票イメージ） 

 
 

 

※国保中央会の簡易入力ソフトでの設定箇所（他のソフトについてはメーカにご確認ください。） 

 

 

通常は「事業費明細欄」に記載。 

住所地特例者が総合事業を利用された場合は「事業費明細欄（住所地特例対

象者）」に記載。（事業費明細欄には記載は不要） 



 

１ 

 

 参考資料 

 

 

 

                                                 

介護保険事務処理システム変更に係る参考資料（確定版）（平成２７年３月３１日事務連絡） 

資料 ８②介護給付費請求書等の記載要領について別表 2  より 



 

２ 

 

 参考資料 

 



 

３ 

 

 参考資料 



 

４ 

 

 参考資料 

（平成２７年７月２１日事務連絡）介護保険事務処理システム変更に係る参考資料（確定版）の一部訂正（追加） 

「Ⅳ(資料１１)サービス種類と適用可能公費の関係」より 



 

５ 

 

 
参考資料 

 


